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複式簿記の記録 ・計算対象の検討
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〈要  約 〉

 複 式簿 記の 本質 を解 明 し,複 式簿 記の 諸手 続 を統 一 的 に説明 す る こ とは,簿 記 学上,最 大 の研 究

課題 で あ る。 しか しなが ら,今 日で も,こ の課題 は完全 に達 成 されて い るわけ では ない。就 中,簿

記上 の資産 ・費用 の処理 手 続 を如 何 に説 明すべ きか とい う問題 は,一 見 簡単 な もの に見 え るが,実

は なか なかの 難問 で あ る （笠 井,1994年,343頁 ）。何 故 な ら,そ の説明 の ため には,そ れ ら処理 手

続の根 底 に在 る筈 の統 一的 目的 の解 明,即 ち,そ の本 質解 明が 必要 で あ るが,そ の解 明 の手掛 か り

を何 に求 め るか,に つ い ては必 ず し も見解 の 一致 が見 られ な いか らで あ る。 この 際,特 に,こ の解

明の 手掛 か りを,決 算整 理 前の帳 簿 記録 に求 め るか,決 算整 理 後 の帳簿 記録 に求 め るか とい う点が,

研 究 を方 向づ け る重 要 な鍵 とな る,と 筆 者 は考 え る。 本稿 で は,ま ず,複 式 簿記 の記 入手 続の観 察

か ら始め,そ の結果 に共 通す る記入 原則 を抽 出す る。 そ の上 で,そ の よ うな記入 原則 の 目的 は何 か,

更 に,特 に,問 題 を絞 っ て,簿 記上 の資産 ・費用 の本 質 は何 か,を 探 ろ う とす る。 その際,こ の問

題 につ いての シェアー の理論 を吟味,検 討 し,こ れ を踏 まえ て,簿 記上 の資産 ・費用 の本質 を解 明

す るため には,何 を手掛 か り とし,ど の ように探求 を進め るべ きか を考察 す る。
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1 問題の所在

 簿記は,「既に貨幣金額に換算：された ものについて,こ れを記帳 ・計算 ・整理す る技術」である

（沼田,1961年,23頁 ）。 このため,あ る論者は,簿 記は技術であ るか ら 「簿記は単 なる記帳技術の

学科 であ り理論が存在 しないか ら,真 の科学 とい うことはで きない と論ず る」（沼田,1970年,27

頁）。 しかしながら,簿 記は技術 であるか ら簿記理論は存在 しない,と い うこのような解釈 は,果

たして妥当であろうか。馬場教授によれば,「 中世初期,イ タ リア諸都市に芽生 えた複式簿記が長
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い間の経験 を経ながら,今 日みるような方法に結晶していったことは,決 して天才の思いつ きや,

私的な恣意の結果」 （馬場,10頁 ）ではない。現に存する簿記手続 ・原則は,な がい試行錯誤のあげ

く,目 的に対する適合的手段の体系 として形成されてきたもである （同上,10頁 ）。 しかも,岩 田教

授も言 うように,正 しく （目的適合的であり 筆者）,か つ実際上の適用可能な簿記手続が慣習上

認め られたもの として生き残 り,そ うでない ものは,自 然淘汰 されてきたのである （岩田,66頁 ）。

このような見方か らすれば,目 的に対 して適合的であるもの,換 言すれば 「その 目的のための もの

である」 という意味での 「存在理由」があるもので,か つ,実 際に適用可能な もののみが,現 に存

している簿記手続なのである,と 解釈できる。従って,現 に存する簿記手続は,い ずれも皆,そ の

背後に何 らかの存在理由を持つ ものである,と 言える筈である。

 以上のように,簿 記は技術であ り,技 術は何 らかの目的達成のために作 られ,存 在 している手段

だ,と 考えられる。そして,そ の手段の存在理由,即 ち目的を明らかにす ることが簿記学固有の研

究課題 となる筈である （倉地,1996年,3～4頁 ）。この研究課題 を達成するためには,技 術である

その手段が,達 成 しようとしている目的は何か,か つ,こ の目的達成のために,そ の手段が どのよ

うに働 き,ど のような関連で役立 っているか,目 的および 目的との関連で 「目的 ・手段の体系」（倉

地,1972年,35頁 ）即 ち,簿 記理論の構築が必要 となる。要す るに,前 述の見解には,「 技術」 と

「理論」 との関係について,誤 解があると言わねばな らない。「技術」 といえども,こ れを研究対象

として研究 し,理 論 を構成することが可能な筈である。従って,「 簿記は技術であるか ら理論は存

在 しない」 という解釈は誤 りである。

 それでは,企 業の複式簿記 （以下,単 に複式簿記）が,企 業会計において,ど の ような必要不可

欠な手段 として存在 しているのか,そ の目的は何か,即 ち,複 式簿記の本質は何か。そして,こ れ

を解明す るためには,如 何なる点に手掛か り・証拠 を求めるべ きか。

 そもそも,複 式簿記は,そ の目的を達成するために独 自の記録 ・計算の手段である仕訳帳 ・総勘

定元帳 （以下,単 に元帳）等の帳簿 を用いている,と 解釈す ることができよう。更に,複 式簿記で

は,帳 簿の形式,そ の形式に記入される文字 ・数字 ・金額の書き方 ・線の引 き方に至るまで,一 定

の原則に従 っている,と 言われ る （沼田,1970年,5頁 ）。 と言 うことは,そ の 「形式」・「記入の仕

方」に,こ の一定の原則が顕現 している,と 解釈す ることができよう。 このように考 えれば,仕 訳

帳 ・元帳の 「形式」・「記入の仕方」を観察することによって,こ れを手掛か り ・証拠 として,そ の

根底に在 る筈の共通する原則,「 記入原則」 を発見することがで きる筈である。眼に見える具体的

事実である仕訳帳 ・元帳は,「諸法則の交互作用の現れである」（畠中,7頁 ）。「諸法則の交互作用

の現れである」仕訳帳 ・元帳の 「形式」・「記入の仕方」を観察分析 して,偶 然的 ・非本質的なもの

を捨象 して,本 質的な ものを抽 出することにより 「記入原則」を発見することが,こ れである。

 以上のように,複 式簿記の本質 は直接に見ることはできないが,観 察 可能な事実 としての仕訳

帳 ・元帳の 「形式」・「記入の仕方」に,本 質は顕現 している筈である。そこで,眼 に見える具体的
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事実である仕訳帳 ・元帳のその 「形式」・「記入の仕方」 を手掛 り・証拠 として,複 式簿記の諸手続,

即ち手段の特性 を丹念に抽出し,緻 密に関連づけなが ら複式簿記の本質 を探 るという接近法が不可

欠である （倉地,1998年,40頁 ）と,筆 者は考 える。

 このような観点から,ま ず,仕 訳帳 ・元帳の 「形式」・「記入の仕方」を観察 し,そ の結果 を記述

し,次 に,観 察事実に基づいて,何 故,そ のような記入を行 うのか,こ の統一的目的は何かを考察

したい。その際,シ ェアー理論を取 り上げ,そ の検証を通 じて,簿 記上の資産 ・費用概念の規定の

あり方を探るのが本稿の目的である。

2 元帳 ・仕訳帳の観察および記述

 理論 （仮説）の設定 ・検証に役立つ材料を提供するのが観察であり,こ の結果を述べた内容が記

述である （近藤 ・好並,224,245頁 ）。そこで,仕 訳帳 ・元帳に複式簿記の本質が顕現 しているなら

ば,ま ず,我 々は,そ の 「形式」・「記入の仕方」 を観察 し,記 述せ ねばならない。

 複式簿記の もとでは,取 引を元帳の各勘定口座へ直接記入する,即 ち 「元帳直接記入方式」がで

きるのにも拘わらず,仕 訳帳か らの転記によって元帳へ記入する,「仕訳帳経由方式」によってい

ることから,「仕訳帳は元帳の仲介手段」（沼田,1968年,48頁 ）と,言 われる。そうであるならば,

仕訳帳は元帳に顕現している記入原則 を保証する手段,と 解釈することがで きる。そこで,元 帳に

顕現 している記入原則を,ま ず,観 察結果から抽出し,次 に,そ の記入原則を仕訳帳がどのように

保証 しているか を考察する。

2-1 元帳の観察 ・記述および,こ れからの記入原則の抽出

 筆者は,こ の点に関 して,既 に,明 らか にしてきた （佐藤1985,1986年 ）ので,本 稿 では,そ

の概要のみ とする。 まず,個 々の勘定の 「記入の仕方」を観察すると,ど の勘定でも,一 方の記入

場所,例 えば左側に増加を記入しているならば,そ の反対側 （右側）が減少の記入場所 となってい

る。 もちろん,増 加 を記入す るのは左側ばか りではな く,勘 定によっては右側に増加 を記入するも

の もあり,そ の場合には,減 少 を左側に記入 している。このように して,ど の勘定でも,増 加 と減

少は互いに反対側に記入 されている。従 って,総 ての勘定に共通する記入原則は,「個々の勘定に

おいては,増 加 と減少 を反対側に記入す る」という原則である。

 次に,各 勘定における 「記入の仕方」 を観察すれば,勘 定により増加の記入側が異なる。

 （1）資産 ・費用に属す る勘定では,そ の増加 を借方に記入 し,

 （2）負債 ・資本 ・収益に属する勘定では,そ の増加は貸方に記入する。

 そこで,元 帳の記入原則は,次 のようになる。

 （3）資産 ・費用の増加 ・発生が左側 （借方）であるのに対 して,負 債 ・資本 ・収益の増加 ・発生
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   がその反対側,即 ち右側 （貸方）であること,

 （4）それぞれの減少 ・消滅がそれぞれの増加 ・発生の記入 と反対側に記入 されている。

 か くして,上 記 （3）・（4）の二つの記入原則に共通するのは,「左右反対側記入」 という点に求

め られ,従 って,貸 借記入の一般原則は,「一定法則に従 った左右反対側記入」 とい うことになる

（佐藤,1985年,53頁 ）。

 更に,個 々の取引の 「記入の仕方」 を観察す ると,次 のような,共 通の記入原則が発見できる。

即ち,一 取引は常に,

 （イ）二っ以上の勘定 口座 に記入されている。

 （ロ）更に,一 方の勘定口座では借方に,他 方では貸方に記入される。

 （ハ）そして,一 方の勘定口座の借方に記入 され る金額 と,他 方の勘定 口座の貸方に記入される

   金額は,常 に同額である。

 更に,こ の （イ） と （ハ） をまとめ ると,一 取引を勘定に記入する場合,必 ず二つの勘定に記入

され,そ の金額は同 じである。従 って,（ イ） と （ハ）の記入原則は,「一取引の二重記入」 として,

まとめられる （同上,55頁 ）。 これに,一 方の勘定 口座 では借方に,他 方では貸方に記入される,と

いう （ロ）の記入原則が加わる。 （ロ）の記入原則は,貸 借記入の一般原則が 厂一定法則に従 った

反対側記入」である,と いうことか ら導き出され る。この二つの記入原則,即 ち,「一取引の二重

記入」 と 「一定法則に従った反対側記入」の二つの記入原則は,い わゆる 「貸借平均の記入原則」

を成立させ る必要条件なのである （同上,55頁 ）。何故なら,「一取引の二重記入」でない とすれば,

金額的な一致は,常 に見 られ るとは限らないし,ま た,た とえ,「一取引の二重記入」 をするとし

て も,「一定法則に従 った反対側記入」 をしない,即 ち,両 者 を同 じ側 に記入す るとすれば,借 方

と貸方金額の一致関係は決 して見られな くなるか らである。 このようにして,貸 借平均の原則は,

「一取引の二重記入」および 「一定法則に従 った反対側記入」の記入原則を必要条件 として成立 し

ているのである （吉田,73頁 ）。

 以上の ように,元 帳の 「形式」・「記入の仕方」を観察 した結果,「 一取引の二重記入」 と 「一定

法則に従 った反対側記入」が元帳に顕現する記入原則であると,言 うことができる。

2-2 仕訳帳の観察 ・記述および,こ れか らの記入原則の抽出

 仕訳帳の摘要欄 ・金額欄の 「記入の仕方」を各取引ごとに観察すれば,次 のような原則に支配さ

れていることが発見で きる。

 （イ）記入されている勘定科 目,金 額 は,必 ず二つ （左側に少な くとも一っ,右 側に少なくとも一

   つ）あること,

 （ロ）その二つの うち,一 方は左側 （借方）に,他 方は右側 （貸方）に記入されていること,

 （ハ）左側 （借方）の金額 と右側 （貸方）の金額 とは常に同額であることがこれである。
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 まず,（ ロ）の仕訳帳の摘要欄 ・金額欄での勘定科 目・金額の左右振 り分け記入を支配 している法

則は,元 帳で 「一定法則に従 った反対側記入」,即 ち 「貸借記入の原則」が実現することを保証す

るような仕方での記入決定を行っている,こ とを意味す る。

 次に,（ イ）,（ハ）が成立す るような仕方で記入 を行っていることは,元 帳で 「一取引の二重記

入」の原則が実現することを保証す るような仕方での決定記入を仕訳帳で行っている,こ とを意味

する （佐藤,1986年,104頁 ）。

 このことから,仕 訳帳の摘要欄・金額欄では,「 一定法則に従った反対側記入」,「一取引の二重記

入」ひいては 「貸借平均の原則」が元帳で実現することを保証す るような仕方での決定記入が行わ

れているのである。仕訳帳が,元 帳における正 しい記入の成立を保証する手段であるとすれば,そ

の当然の帰結 として,ま ず,第 一に,元 帳記入の基 となる仕訳帳における決定は正確 でなければな

らない。仕訳帳は,一 取引ごと,各 頁ごと,一 会計期間ごとに ト 定法則に従った反対側記入」・

「一取引の二重記入」に従った記入が行われているか を確認 ・検証す る形式になっている。更に仕

訳帳で用いられている各種罫線,即 ち摘要欄の区画線,余 白に引かれる三角線,金 額欄の単線 ・複

線は,い ずれも,結 局は,「 貸借平均の原則」に従った記入が行われているかを,一 取引ごと,一

頁 ごと,一 会計期間ごとに確認 ・検証するのに便利な 「記入の仕方」 を生み出すのに重要な役割を

果たしている。次に,仕 訳帳が,元 帳の正 しい記入を保証する手段であるとすれば,そ の当然の帰

結 として,第 二に,仕 訳帳におけ る決定が,寸 分の違いもな く,正 しく元帳へ伝達 されねばならな

い。仕訳帳の元丁欄の記入は,同 一行の仕訳帳記録 についての転記済の証拠 を意味 し,従 って,

「転記漏れ」,「二重転記」の誤 りを防ぎ,仕 訳帳記録が正 しく転記 され ることを保証する,と い う

機能 を果たしている （同上,105～109頁 ）。

 以上のことから,仕 訳帳の記録は,元 帳の 厂記入の仕方」 を決定 し,か つ,こ の決定が正 しく行

われているか を確認 ・検証 し,更 にその上で,こ の決定に基づ いて元帳へ正 しく転記が行われてい

るか を確認 ・検証するという役割を果たすための十分な機構 を備えている,と 言えるのである。か

くして,仕 訳帳が 「元帳記入の仲介手段」 としての役割 を果た している,と 言える。更に,「 一定

法則に従 った反対側記入」 と 「一取引の二重記入」の記入原則が元帳に実現す ることを保証する仕

方での決定記入が,以 上のように仕訳帳で行 われていることから,主 要簿 と言われる,両 帳簿に顕

現す る共通の記入原則は,「 一定法則に従 った反対側記入」・「一取引の二重記入」 と,言 うことが

できる （同上,111～115頁 ）。

3 シェアー理論による観察事実の統一的説明

 仕訳帳 ・元帳の両帳簿に顕現 していた記入原則,即 ち,「一定法則に従 った反対側記入」 と 「一

取引の二重記入」 とい う原則で帳簿記入が行 われるのは何故か。その統一目的 を探求 ・解明するこ
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とによって,簿 記技術 を統一的に説明することが必要 となる。そこで,こ れまで,簿 記理論が解明

してきた統一的 目的は何か,そ の統一的目的か ら観察事実である 「一定法則に従った反対側記入」

と 「一取引の二重記入」を,ど のような理論的根拠で統一的に説明されているのか,が 問題 となる。

ところで,我 が国では,シ ェアーの二勘定系列理論 を基に して,多 くの簿記書が構成され （安平,

268頁）,シ ェアー理論は,大 学教育 ・研究に多大な影響 を与えている,と 考 えられる。では,そ の

理論によって記入原則,更 には,統 一的目的は,ど のように説明されているのか。

3-1 「一取引の二重記入」の統一的説明

 前述のように,増 加 した資産 と増加 した負債は,互 いに反対側に記入され,減 少した資産 と減少

した負債 も反対側に記入される。このように,資 産 と負債勘定の記入原則の対立は,記 録対象たる

資産 と負債の性質が反対の性質 を持つか らだ,と シェアーは次のように解釈する。「すべての経済

体において,そ の所有財産に帰属するにもかかわらず,事 実上は他の経済主体に属するために,将

来その者に対 して,貨 幣等価物で支払われなければならない財が存在する。それゆえ,こ の支払い

は,積 極財産か ら分離することによって可能であるかち,そ れはマイナスの性質 を有する。それは

経済主体 の負債である。従 って,正 味財産 （Reinverm6gen） を計算するためには,積 極財産か ら

消極財産は控除せねばならない。 とはいえ,正 味財産 は,負 債の弁済がなされぬ限 り,計 算上の大

いさ」 （Schar,14～15頁 ）である。このように,積 極財産 を意味する資産勘定 と消極財産 を意味す

る負債勘定は反対の性質 を持つか ら,記 入原則の対立の生ずる理由がある。また,資 産 と負債勘定

は,財 産勘定 （Bestandkonten） とい う共通性 （同上,23頁 ）か ら,正 味財産の形態別 （同上,33頁 ）

を意味す るとされるのである。 これに対 して,資 本勘定 （Kapitalkonten）は,計 算上の正味財産

（同上,15頁 ）を意味 し,収 益 ・費用勘定 も,資 本勘定 と同一の計算上の正味財産 という性質から,

彼は,資 本 ・収益 ・費用勘定における記入原則に共通性 を認め,収 益 ・費用勘定は,正 味財産の増

減部分 と規定される （同上,26頁 ）。

 要す るに,こ こでは,記 録対象の本質は正味財産 であり,こ の正味財産を形態別 と計算上の二つ

の面 （観点）から捉え,形 態別正味財産 （nachgewiesenes Reinverm6gen） と計算上正味財産 （bere-

chnetes Reinvermogen） の記入 （同上,33頁 ）を,そ れぞれ反対側に記入する,即 ち,正 味財産 とい

う同一物 を二重に反対側記入するのが複式簿記である,と 解釈するのである。

3-2 「一定法則に従 った反対側記入」の統一的説明

 複式簿記の形態別正味財産 と計算上正味財産の二面的記録か ら,も う一方の観察事実である 「一

定法則に従 った反対側記入」は,シ ェアー理論において,ど のように,統 一的に説明されるのか。

 彼によれ ば,資 産一負債=資 本+収 益 一費用の資本等式の左辺は,資 産 ・負債勘定が形態別正味

財産 を示 しているのに対 して,右 辺の資本 ・収益 ・費用勘定が計算上正味財産 を示 している （同上,
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32頁）。 この財産勘定に属する資産 ・負債勘定 と資本勘定に属する資本 ・収益 ・費用勘定 との間に

は,記 入原則は,対 立的に処理され る。即 ち,財 産勘定系統に属す る勘定の 「借方は正数 を,貸 方

は負数 を意味する」,ま た,資 本勘定系統に属する勘定の 「貸方は正数を,借 方は負数 を意味す る」

（同上,25頁 ）。

 このように,（1） 増,〈減〉 した形態別正味財産は,借 方 ・〈貸方〉に,

       （2）増,〈減〉 した計算上正味財産は,貸 方 ・〈借方〉に,そ れぞれ記入す るこ と

         になる。

 従 って,「 一定法則に従 った反対側記入」は,形 態別正味財産 と計算上正味財産の反対側二重記

入 を意味する。

4 シェアー理論 に よる統一的説明の検証

 以上のように,複 式簿記の記録計算対象は正味財産であ り,こ の正味財産 という同一物 を形態別

と計算上の二つの面 （観点）か ら,そ れぞれ反対側 に二重記入す るのが複式簿記である,と シェ

アーは解釈す るのである。 よって,仕 訳帳・元帳の両帳簿に顕現 していた記入原則,即 ち,「一取引

の二重記入」及び 「一定法則に従った反対側記入」の理論的根拠を探求した結果,仕 訳帳 ・元帳の

記録は,正 味財産の形態別 ・計算上別記録 とい うことになる。彼によれば,「複式簿記の終局的 目的

は,正 味財産の二重表示 （doPPelter Nachweis des Reinverm6gen） にある」 （同上,33頁 ）。 この 「正

味財産の二重表示」 という統一的 目的から,全 ての簿記技術の統一的説明ができてこそ,簿 記技術

の全体像が明らかになり,そ れが全体 として持つ意味が認識で きるのである。そこで,「正味財産

の二重表示」 とい う統一的目的が,果 たして妥当であるか,納 得できるものであるか,の 検証が行

われねばならない。

4-1 統一的目的か ら残高試算表の認識 ・説明

 複式簿記による取引記録の結果は,期 末に集計 され る試算表 に集合 される （岩田,146頁 ）。ある

いは,複 式簿記のその職能は,試 算表の作成 をもって終 わる （木村,128頁 ）,と 言われる。そうで

あるならば,簿 記技術 を結集 して作成 される仕訳帳 ・元帳の縮図たるのが試算表 （沼田,1970年,56

頁）であ り,試 算表には 「簿記技術の全体像」が顕現している,と 考えることができる。元帳勘定

残高を集計 して作成される残高試算表の借方では,資 産 ・費用勘定が加算され,貸 方では,負 債 ・

資本 ・収益勘定が加算され,借 方 ・貸方の両者の合計金額は一致する。これが観察事実である。そ

れでは,こ の観察事実は,「正味財産の二重表示」 という統一的目的か らどのように説明されるの

か。

 シェテーによりなが ら,残 高試算表の構造 を示せば,借 方の資産 と費用は,財 産の （+） と資本
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（一） を意味 し,貸 方の負債 ・資本 と収益は,財 産 （一） と資本 （+）,更 に,資 本 （+） を意味す

る。よって,数 学的記号の意味するところに忠実ならんとすれば,「 試算表において,貸 借それぞ

れの合計額 を求めるこ とは,で きないこととなる」（Schar,39～40頁 ）。 しか しなが ら,現 実には,

貸借 それぞれの合計額が表示される 「形式」で残高試算表が作成 されているのである。この事実は,

彼 自身が認めているように,彼 の理論か らは導 き出せない。

 以上のことから,仕 訳帳 ・元帳が正味財産の二重表示の記録であるならば,元 帳の勘定 を集計 し

た残高試算表は,論 理的には,「 正味財産の形態別・計算上別の集計表」 と意味づけられるべ きであ

る。 ところが,そ うならない,即 ち,論 理的には加算不能であることから,仕 訳帳 ・元帳は 「正味

財産の二重表示」の記録でない,更 に,複 式簿記は 「正味財産の二重表示」でない,と 言わざるを

えない。

4-2 統一的目的か ら簿記上資産 ・費用の検証

 残高試算表上で資産 と費用は加算 されているのが事実であるか ら,加 算不能 となるシェアーの資

産 ・費用概念の規定に問題がある,と 考 えねばならない。そこで,簿 記上資産は財産か,簿 記上の

費用は資本の減少なのかが問題 となる （もちろん,負 債・資本 ・収益概念の規定 も問題になるが,本 稿で

は取り上げない）。

 まず,簿 記上の費用概念 を資本の減少 と規定す る彼の解釈は果 た して妥 当か。例 えば,家 賃

¥12,000を 現金で支払った,と す る取引を仮定する。この取引を仕訳すれば,次 のようになる。

     （1） （借）支払家賃12,000 （貸）現金 12,000

 次に,そ の他取引を考慮外 として,残 高試算表を作成すれば,支 払家賃の金額は,

     （2）12,000と なる。

 更に,決 算時に支払家賃 に前払分が¥2,000含 まれているならば,決 算整理後の支払家賃勘定残

高は,

     （3）10,000と なる。

 以上の （1）の取引記帳時,（2） の残高試算表作成時,（3） の決算整理後勘定残高のうち,全

ての段階で費用に属す る支払家賃の金額 は,資 本の減少 と規定できるのか。それは否である。例示

のように,家 賃支払額に前払分が含 まれているなちば,家 賃支払額の全額は,資 本の減少 とならな

い。従 って,費 用概念を資本の減少 と規定す ることは,決 算整理後勘定残高には妥当すると考 えら

れ るが,（1） ・（2）の決算整理前勘定残高には妥当 しない,と 言える。か くして,費 用の記帳時に

純財産の同額の変動をもたらす という解釈 ・概念規定は,非 現実的である （安平,268頁 ）。

 次に,簿 記上の資産概念 を財産 と規定する,彼 の解釈は果た して妥当か。簿記上の資産が企業の

所有する財産 ・貨幣,即 ち,財 貨を意味するならば,簿 記上資産の記帳時に付せ られている数値は,

企業が所有す る財貨の大 きさを表す数値 である筈である。例 えば,財 貨の価格,A財¥100, B財
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¥150で ある時,も しも,簿 記上の資産が財貨であるならば,両 者は,帳 簿に¥100,¥150と 記帳

される筈である。 しか しなが ら,購 入代価が ともに¥100で あれば,簿 記上の資産に付せ られる数

値は時価 と関係な く,両 者 ともに¥100と 記帳される。 これが簿記事実である。 このことか ら,簿

記上の資産 に付せ られている数値 は,財 貨の大 きさか,と いう疑問がある （吉田,38頁,53頁 ）。即

ち,複 式簿記の記録計算対象は財貨である,か か る 「財貨観」は,複 式簿記の諸手続を統一的に説

明す るための仮説として妥当なものであろうか。要するに,記 録計算対象である財貨を二つの面か

ら捉え,同 金額で反対側記入しているのが複式簿記である,と 言えるのか,大 きな問題である。複

式簿記の記録計算対象は,財 貨であるという命題は,あ くまで も,仮 説であ り （倉地,1995年,169

頁）,簿 記上の資産 ・費用概念構成において,簿 記上の事実 に照 らして検証 され るべ き命題,と 解

釈できる。

5 簿記上の資産 ・費用概念構成のための証拠 ・根拠 となる簿記事実

    結びに代えて

 以上の分析か ら,前 例のように,（1） ・（2） と （3） を分ける処理手続が決算であるか ら,帳 簿

記録は,決 算整理前 と決算整理後に分けられる。両者は同じ帳簿記録 と言えども,次 のような点で

異なることか ら,岩 田教授 も指摘するように,理 論的には,簿 記 と会計は,概 念上は区別すべ きで

ある （岩田,23頁 ）。複式簿記は,「期間区分 を前提 としない無限の連続記帳」（岩田,110頁 ）（大島,

145頁）である。 この期間区分 を前提 としない無限の連続記帳は,決 算整理後の帳簿記録 ではな く,

決算整理前の帳簿記録である。そこで,決 算整理前の帳簿記録は,簿 記上の概念構成のための証

拠 ・根拠 となる簿記事実である,と 観 ることができる。この見方によれば,期 間区分 を前提 としな

い無限の連続記帳の結果である整理前の支払家賃勘定残高は,契 約期間が経過すれば,い ずれ費用

となる性質の支出を意味す ることか ら,当 在高 （岩田,25頁,110頁 ）と規定づ けられ る。 これに対

して,「期間区分 を前提 とした,時 間的限定を受けた」帳簿記録 （大島,145頁 ）は,決 算整理後の

帳簿記録である。 この整理後帳簿記録に基づ いて,決 算貸借対照表 ・損益計算書が作成されるので

あるか ら,こ れは,会 計上の概念構成のための証拠 ・根拠 となる会計事実である。更に,勘 定残高

を訂正 し,実 際残高に一致せ しめる手続が決算整理 （岩田,54頁 ）であ り,整 理後の支払家賃勘定

残高は,も はや計算上の残高ではな く,修 正 された結果の実在高 （岩田,25頁 ）である。よって,

整理後の支払家賃勘定残高は,損 益計算書に会計期間が明示 されているように,当 該会計期間,即

ち,時 間的に限定された特定期間に発生 した期間費用 （大島,146頁 ）を意味す る。

 以上のように,簿 記上の資産 ・費用概念 と会計上の資産 ・費用概念は,量 的 （金額）にも質的 （当

在高 ・実在高）にも異なる （大島,30頁,145～146頁 ）（吉田,67～69頁 ）のであるか ら,理 論的には,

両者 を区別せねばならない。シェアーは,実 は,整 理後の帳簿記録に基づ く （Schar,35～36頁 ）,
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収益 ・費用勘定 と資本勘定に共通性 を認識 したが,彼 が資本の減少 と規定す る費用概念は,会 計上

の期間費用であ り,従 って,簿 記上の費用概念に当たらない,と 言える。要するに,簿 記上の資

産 ・費用概念を構成するためには,決 算整理前の帳簿記録,そ の集約 としての残高試算表 を手掛か

り ・証拠 とす る以外にはあ りえない,と 筆者は考 える。

 更に,厂財貨観」か ち導 き出される,簿 記上の資産 ・費用概念は,論 理的には,両 者は加算不能

である （笠井,2000年,335頁 ）。このような 「財貨観」に対 して,筆 者 は大 いなる疑問を抱 くもの

である。簿記上の資産 と費用が,現 実に残高試算表で加算 されているとい う事実が存在す る以上,

両者 を同質 とする （笠井,1989年,337頁 ）複式簿記の記録計算対象は何か,が 問われねばなるまい。

これを十分に説明しうる仮説は何か。簿記上の資産 ・費用の本質は何かを,更 に探求することが,

今 日でも,簿 記学の大 きな研究課題である。

 付記 笠井先生には,公 私 ともども,温 かいご指導 を頂いてきた。先生の豊かな発想に基づ く

「会計構造論」は,こ の分野の先駆者であ り,そ の研究業績の大 きさには,心 か らの敬意 を持つ も

のである。先生の研究業績かち 「この観点に立脚すれば,こ のように論証できる」 という,緻 密な

研究方法を学ばせて頂いてきた。先生の多くの研究成果 （共同財産）の うちの一つでも,引 き継 ぐ

水準 （はるか彼方にある目標であるが）に達するべ き努力を,心 に銘記するとともに,こ れか らも御

指導お願 い申し上げます。
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